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公調委事第 2 0 0号 

令和５年11月１日 

 

  国土交通大臣  斉藤 鉄夫 殿 

 

  

                                公害等調整委員会委員長 

        永 野 厚 郎                                 

 

 

土地収用法による審査請求に対する意見について（回答） 

 

  令和５年10月６日付け国不収第141号をもって意見照会のあった、道路改築

工事及び農業用水路付替工事（以下「本件事業」という。）に関して、Ａ収用

委員会（以下「処分庁」という。）が令和ａ年ｂ月ｃ日付けでした権利取得裁

決及び明渡裁決（以下「本件裁決」という。）に対するＸ（以下「審査請求人」

という。）からの審査請求について、貴殿から提出された資料等に基づき検討

した結果、公害等調整委員会は次のとおり回答する。 

 

意  見 

 

本件審査請求は、理由がないものと考える。 

 

理  由 

 

１ 審査請求人は、要旨次の事由を主張して、本件裁決の取消しを求めている。 

⑴  使用する土地の必要性・区域についての判断の違法 

本件事業において収用する土地が本件事業の事業用地内にあることは

確かであるが、使用する土地（以下「本件使用地」という。）について

は、道路の敷地内ではないのであるから、真にその土地の使用の必要が

あるのか、その土地範囲全部を使用する必要があるかについて、十分な

審理がなされるべきであるにもかかわらず、処分庁は、その審理を尽く

していないのであり、起業者の主張を無条件に受け入れた本件裁決は違

法である。 

道路敷地内の自転車歩行者道の下に雨水幹線を敷設することについて、

道路敷地外の審査請求人所有地での作業が真に必要であるのか、必要で
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あるとしてどの範囲が必要であるのかが全く不明であり、自転車歩行者

道を作る前にその下の工事をすれば済むと考えるのが当然である。 

この点は、事業全体の必要性を争っているのではないことは明らかで

あり、処分庁において審理がなされなければ、審査請求人の所有権の制

限について、他に審理される機会が無いことになってしまい、憲法上極

めて問題がある。 

 

⑵  使用する土地の期間についての判断の違法 

本件裁決で本件使用地の使用期間として認められた12か月間のうち、

入札準備や資材徴収、設計書作成及び決裁、指名選定、契約期間の合計

４か月について、処分庁は使用地に立ち入る必要が生じる可能性がある

からとの理由で、起業者の主張を無条件に受け入れているが、既に計画

図面もあり、現在の測量技術の向上からすれば、これらの期間に使用地

に立ち入る必要が生じることはおよそ考えられない。 

土地所有権に対する制限は最小限にすべきことは、憲法の保障する財

産権を掲げるまでもなく当然であり、起業者が申し立てた使用期間につ

いて、十分な検討もなく漫然と全部の期間の使用を認めていることは問

題である。以上の点から土地使用期間に関する裁決も違法である。 

    

⑶  任意交渉段階の起業者の交渉態度に関する判断の違法 

起業者（Ｂ）が、視覚に障害のある審査請求人に対して、隣地所有者
な つ い ん

を介して署名捺印を取ろうとした行為は、障害者の権利を著しく侵害す

るものであり、その不信感が本件事業全体に対する不信を招いたのであ

って、このような権利侵害に対して完全な精神的苦痛の慰謝がなされな

いまま事業を継続することは許されない。そのため、任意交渉段階にお

ける起業者の交渉態度が処分庁の審理と関係がないものであるかのよう

な裁決は間違っている。 

起業者の申立て全体の正当性に関わる問題であるから、十分な審理を

行うべきにもかかわらず、処分庁は、審査請求人から直接事情を聴くこ

ともせずに裁決をしているのであり、裁決自体が違法であると言わなけ

ればならない。 

 

２ そこで、審査請求の理由の有無について判断する。 

⑴  審査請求人は、本件使用地の区域が道路の敷地内ではないのであるか

ら、真にその土地の使用の必要があるのか、その土地範囲全部を使用す

る必要があるかについて、処分庁は審理を尽くしていない旨主張する



3 

 
 

（前記１⑴）。 

まず、資料によれば、本件使用地が、令和ｄ年ｅ月ｆ日に土地収用法

（以下「法」という。）第26条第１項の規定により事業の認定の告示が

された本件事業の事業用地内にあることが認められる。そして、資料に

よれば、本件使用地の使用目的は道路構造物設置工事を行うための一時

使用として本件裁決申請がなされているところ、処分庁は、起業者から

令和ｇ年ｈ月ｉ日付け道建第ｊ号で提出された資料等から、道路構造物

設置工事の内容は雨水幹線及び上下水道工事並びに道路工事であり、雨

水幹線及び上下水道工事においては、測量、設計、現地確認、現場にお

ける施工等のための立入りや資材置場のため、道路工事においては、地
か ん き ょ

先境界ブロック、管渠型側溝及び縁石工事、舗装工の工事のために、本

件使用地を一時的に使用するものとして、起業者の申立ては合理的であ

ると判断したことが認められる。この処分庁における審理判断の過程に

不十分な点があると認めるに足る資料はなく、その審理手続に違法又は

不当な点があるとは認められない。 

なお、審査請求人の主張の趣旨が、本件使用地を含む本件事業の事業

用地を認定した本件事業認定の違法についての審理を尽くしていないと

の主張を含むとしても、事業認定が無効である又は手続保障を欠くなど

例外的事情がある場合を除き、収用裁決に対する不服としては収用裁決

自体の違法事由を主張することができるに止まり、事業認定の違法に関

する不服や当該違法についての審理に関する不服はいずれも主張できな

いことから、審査請求人の主張は失当である。法が、事業認定について

の不服は収用委員会の審理と関係のないものと定めているのも、こうし

た趣旨である（法第43条第３項、第63条第３項）。 

 

⑵  審査請求人は、本件使用地の使用期間12か月のうち、入札準備期間等

の合計４か月は不要であり、審理において十分な検討がなされていない

旨主張する（前記１⑵）。 

資料によれば、本件使用地の使用期間について、処分庁は、令和ｋ年

ｌ月ｍ日開催の審理（以下「本件審理期日」という。）、起業者から令和

ｎ年ｏ月ｐ日付け道建第ｑ号で提出された意見書及び令和ｇ年ｈ月ｉ日

付け道建第ｋ号で提出された資料等から、「入札準備に着手する時点か

ら、起業者又は道路敷地内に工作物を設置する者の関係者が道路敷地に

とどまらずその周囲の一定の範囲内の土地に立ち入る必要が認められる

以上、入札準備期間を土地使用期間に含む起業者の申立ては合理的」で

あると判断したことが認められる。すなわち、入札準備等とはいっても、
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見積りや設計書作成等に当たり現地に立ち入ることも必要との主張を合

理的と判断したものと解される。この処分庁における審理判断の過程に

不十分な点があることを認めるに足る証拠はなく、処分庁の審理手続に

違法又は不当な点があるとは認められない。 

 

⑶  審査請求人は、起業者に障害者の権利を著しく侵害する行為があり、

起業者の申立て全体の正当性に関わる問題があるにもかかわらず、慰謝

がなされないまま、審査請求人に直接事情も聴かずに裁決したことは違

法である旨主張する（前記１⑶）。 

しかし、審査請求人の主張のうち、起業者の行為に関する部分は、収

用手続前の任意交渉の過程における起業者の対応に関するものであって、

法第48条第１項に規定する権利取得裁決の決定事項及び法第49条第１項

に規定する明渡裁決の決定事項の内容に関わるものではなく、また、法

第47条に規定する裁決申請の却下事由にも該当しない。仮に、起業者の

上記行為によって審査請求人に対する権利利益の侵害があったとしても、

収用手続内において審査請求人に対する慰謝の措置を講じることは困難

であり、処分庁における審理判断の過程に違法があるとすることはでき

ない。 

また、資料によれば、本件審理期日について、審査請求人代理人は、

審査請求人本人から直接意見を聞くため、Ｃにおいて意見聴取のための

審理期日を設けることを求めるとの意見を述べ、審査請求人の令和ｒ年

ｓ月ｔ日付け意見書においても同旨の記載のあることが認められるが、

処分庁は検討の結果、審査請求人の意見は意見書にて提出されており、

代理人が付いていることもあるから、Ｃにて意見聴取をするまでの必要

はなく、審査請求人代理人も出席している本件審理期日において審理を

実施すると判断したことが認められ、その判断に違法又は不当な点があ

ると認めることはできない。 

 

３ 以上のとおりであることから、審査請求人の主張は、いずれも理由がな

いものと考える。 




